
（ ス プリ ン ク ラ ー設備に関する 基準）  

第 3 9 条 次の各号に掲げる 防火対象物の階には、 ス プリ ン ク ラ ー設備を 設けなければなら ない。  

⑴ 令別表第１ ⑿項ロ に掲げる 防火対象物の階で、 主たる 用途に供する 部分の床面積が、 地階、

無窓階（ 令第 1 0 条第１ 項第５ 号に定める 無窓階を いう 。 以下同じ 。） 又は４ 階以上の階にあつ

ては 3 0 0 平方メ ート ル以上、 その他の階にあつては 5 0 0 平方メ ート ル以上のも の（ ひ）  

⑵ 令別表第１ ⑵項及び⑶項ロ に掲げる 防火対象物の２ 以上の階のう ち、 地階、 無窓階又は４ 階

以上の階に達する 吹抜け部分を 共有する も ので、 主たる 用途に供する 部分の床面積の合計が、

同表⑵項に掲げる も のにあつては 1 ,0 0 0 平方メ ート ル以上、同表⑶項ロ に掲げる も のにあつて

は 1 ,5 0 0 平方メ ート ル以上のも の 

⑶ 令別表第１ ⑸項ロ 、 ⑺項、 ⑻項及び⑿項イ に掲げる 防火対象物の地階又は無窓階で、 主たる

用途に供する 部分の床面積が 2 ,0 0 0 平方メ ート ル以上のも の（ う ）  

⑷ 令別表第１ 各項に掲げる 建築物の 1 1 階未満の階で、 地盤面から の高さ が 3 1 メ ート ルを こ

える も の（ う ）  

⑸ 地下街（ 公共用の地下道を 除く 。）（ う ）  

２  前項の規定によ り 設ける ス プリ ン ク ラ ー設備の設置及び維持に関する 技術上の基準は、 次のと

おり と する 。  

⑴ ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド は、 前項各号（ 第５ 号を 除く 。） に掲げる 防火対象物の階の当該用途に

供する 部分（ 令別表第１ ⑸項又は⑹項に掲げる 防火対象物の用途に供さ れる 部分であつて、 消

防法施行規則（ 昭和 3 6 年自治省令第６ 号。 以下「 規則」 と いう 。） 第 1 3 条の３ 第１ 項に定め

る 閉鎖型ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド のう ち小区画型ヘッ ド 又は側壁型ヘッ ド がそれぞれ同条第２ 項

又は第３ 項の規定の例によ り 設けら れている 部分がある 場合には、 当該ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド

が設けら れている 部分を 除く 。） の天井（ 天井がない場合にあつては、 屋根の下面。 以下こ の項

において同じ 。） 又は小屋裏に、 当該天井又は小屋裏の各部分から 一のス プリ ン ク ラ ーヘッ ド ま

での水平距離が、 次の表の左欄に掲げる 防火対象物の階ご と に、 同表の中欄に定める 距離と な

る よ う に、 同表の右欄に定める 種別のス プリ ン ク ラ ーヘッ ド を 設ける こ と 。（ う ）（ し ）（ た）  

 

防 火 対 象 物 の 階 距     離 種   別 

第１ 項第１ 号に掲げる 防火対象物の階

（ ス タ ジオ部分に限る 。）  

1 .7 メ ート ル以下 規則第 1 3 条の２ 第

１ 項に定める 開放型

ス プリ ン ク ラ ーヘッ

ド  



第１ 項第１ 号に掲

げる 防火対象物の

階（ ス タ ジオ部分

を 除く 。） 及び同項

第２ 号から 第４ 号

ま でに掲げる 防火

対象物の階 

耐火建築物（ 建築

基準法第２ 条第９

号の２ に規定する

耐 火 建 築 物 を い

う 。 以下同じ 。） 以

外の建築物 

2 .1 メ ート ル（ 高感度型

ヘッ ド（ 令第 1 2 条第２ 項

第２ 号イ の表に定める 高

感度型ヘッ ド を いう 。 以

下同じ 。） にあつては、 規

則第 1 3 条の２ 第３ 項の

規定の例によ り 算出し た

距離（ 同項中Ｘ の値は、

0 .9 と する 。）） 以下 

規則第 1 3 条の２ 第

１ 項に定める 閉鎖型

ス プリ ン ク ラ ーヘッ

ド のう ち 標準型ヘッ

ド  

耐火建築物 2 .3 メ ート ル（ 高感度型

ヘッ ド にあ つては、 規則

第 1 3 条の２ 第３ 項の規

定の 例に よ り 算出し た

距離（ 同項中Ｘ の値は、

１ と する 。）） 以下 

 

⑵ 前項第２ 号から 第４ 号ま でに掲げる 防火対象物の階のう ち次に掲げる 部分においては、 前号

の規定にかかわら ず、 規則第 1 3 条の４ 第２ 項に定める 放水型ヘッ ド 等を 同条第３ 項の規定の

例によ り 設ける こ と 。（ し ）（ た）  

ア 指定可燃物を 貯蔵し 、 若し く は取り 扱う 部分又は令別表第１ ⑷項に掲げる 防火対象物の用

途に供さ れる 部分（ 通路、 階段その他こ れら に類する 部分を 除く 。） であつて、 床面から 天井

ま での高さ が６ メ ート ルを 超える も の 

イ  ア以外の部分であ つて、 床面から 天井ま での高さ が 1 0 メ ート ルを 超える も の 

⑶ 前項第５ 号に掲げる 防火対象物においては、 規則第 1 3 条の５ 第６ 項及び第７ 項の規定の例

によ り ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド を 設ける こ と 。（ た）（ め）  

３  前項に規定する も ののほか、 第１ 項の規定によ り 設ける ス プリ ン ク ラ ー設備は、 令第 1 2 条第

２ 項第１ 号、 第３ 号及び第４ 号から 第８ 号ま で並びに第３ 項並びに規則第 1 3 条（ 第１ 項第２ 号

を 除く 。）、第 1 3 条の２ 第４ 項並びに第 1 4 条の規定の例によ り 設置し 、及び維持し なければなら

ない。（ う ）（ し ）（ た）（ め）（ り ）  

 

【 解説】  

本条は、令第 1 2 条に規定する 防火対象物以外の防火対象物に対し てス プリ ン ク ラ ー設備の設置基

準を 規定し たも のであ る 。  

 

１  第１ 項各号の規定は、ス プリ ン ク ラ ー設備を 設置し なければなら ない防火対象物を 規定し ている 。 

 ⑴ 第１ 号から 第３ 号ま での「 主たる 用途に供する 部分」 と は、「 令別表第１ に掲げる 防火対象物

の取扱いについて」（ 昭和 5 0 年消防予第 4 1 号・ 消防安第 4 1 号。 以下「 4 1 号通知」 と いう 。）

別表（ ｲ） 欄に掲げる 用途に供する 部分を いう 。  

 ⑵ 第１ 号から 第３ 号ま でにおいて、主たる 用途に供する 部分の床面積が規定面積以上と なっ た場



合には、主たる 用途に供する 部分以外の機能的に従属する 用途に供さ れる 部分も 含めて当該階の

当該用途部分全体に設置し なければなら ない。  

 ⑶ 第２ 号の「 ～に達する 吹き 抜け部分を 共有する も の」 と は、 下図に示すよ う に吹き 抜け部分を

共有する いずれかの階が、 地階、 無窓階又は４ 階以上の階である 場合を いう 。  

   次の例図によ り 説明する と 、 合計する 床面積及び設置する 階は、 図 3 9 －１ は２ ～４ 階、 図 3 9

－２ はＢ １ 階と １ 階、 図 3 9 －３ は１ 階と ２ 階と なる 。  

 

図 3 9 －１  図 3 9 －２  図 3 9 －３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 第４ 号の「 地盤面から の高さ が 3 1 メ ート ルを こ える も の」 と は、 階の床面が 3 1 メ ート ルを

超える も のに適用する 。  

⑸ 第５ 号の「 地下街」 と は、 地下の工作物内に設けら れた店舗、 事務所その他こ れら に類する 施

設で、連続し て地下道に面し て設けら れたも のと 当該地下道と を 合わせたも のであり 、令別表第

１ （ 1 6 の 2 ） 項に該当する も のである 。 ただし 、 本号では、 公共用の地下道部分は除外し てい

る ため、 当該部分にはス プリ ン ク ラ ー設備を 設置する 必要はない。  

 

２  第２ 項の規定は、本条によ り 設置する ス プリ ン ク ラ ー設備の技術上の基準について規定し たも の

である 。  

 ⑴ 第１ 号の規定は、 ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド の種類及び水平距離を 定めたも のである 。  

  ア 表の左欄上段の「 ス タ ジオ部分」 と は、 映画又はテレ ビ の撮影の用に供する 部分（ こ れに接

続し て設けら れた大道具室又は小道具室を 含む。） のこ と であり 、 当該部分には、 開放型ス プ

リ ン ク ラ ーヘッ ド を 設け、 かつ、 当該ヘッ ド は各部分から 1 .7 メ ート ル以下と なる よ う に設

置し なければなら ない。 ただし 、 取付け面の高さ が、 ８ メ ート ル未満の部分に設ける も のにあ

っ ては、 第 4 6 条の規定を 適用し 、 閉鎖型ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド と する こ と ができ る 。  

  イ  第１ 項第１ 号に該当する 階でス タ ジオ部分以外の部分及び同項第２ 号から 第４ 号ま でに該

当する 階にあっ ては、閉鎖型ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド のう ち標準型ヘッ ド を 設け、各部分から 耐

火建築物以外の建築物にあっ ては 2 .1 メ ート ル以下、 耐火建築物にあっ ては 2 .3 メ ート ル以

下の距離と なる よ う に設置し なければなら ない。  
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無窓階 



    なお、当該部分に高感度型ヘッ ド を 用いる 場合にあっ ては、次の式によ り 算出し た距離以下

と する こ と 。  

     Ｒ ＝Ｘ ｒ  

      Ｒ ： ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド 水平距離 

      ｒ ： 高感度型ヘッ ド の有効散水半径 

      Ｘ ： 耐火建築物以外の建築物にあっ ては 0 .9 、 耐火建築物にあっ ては１  

    ただし 、 第１ 項各号（ 第５ 号の地下街は除く 。） に該当する 部分において、 令別表第１ ⑸項

又は⑹項に掲げる 用途に供さ れる 部分に、小区画型ヘッ ド 又は側壁型ヘッ ド が設けら れている

部分は除く も のと する 。  

 ⑵ 第２ 号の規定は、 高天井の部分に設ける ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド について定めたも のである 。  

   本号に該当する 部分には、 第１ 号の規定にかかわら ず、 規則第 1 3 条の４ 第３ 項の規定の例に

よ り 、 放水型ヘッ ド 等を 設置し なければなら ない。  

 ⑶ 第３ 号の規定は、地下街に設ける ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド について定めたも のであ る 。地下街の

公共用の地下道は除外し ている と こ ろ から 、 それ以外の部分において、 店舗、 事務所その他こ れ

ら に類する 施設で床面から 天井ま での高さ が６ メ ート ルを 超える 部分にあっ ては放水型ヘッ ド

等を 、その他の部分にあっ ては閉鎖型ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド のう ち標準型ヘッ ド を 設置し なけれ

ばなら ない。  

なお、 それぞれのス プリ ン ク ラ ーヘッ ド の設置については、 規則第 1 3 条の５ 第７ 項の規定の

例によ り 設ける こ と と し ている 。  

 

３  第３ 項の規定は、 第２ 項に規定する も の以外の技術上の基準について定めたも のである 。  

⑴  規則第 1 3 条第２ 項第１ 号又は第２ 号に該当する 部分は、 当該床面積から 除外する こ と がで

き 、又はス プリ ンク ラ ー設備を 設置し ないこ と ができ る が、地階、無窓階及び令別表第１ ⑵項、

⑷項又は⑸項ロ に掲げる 防火対象物の用途の階には適用でき ない。  

 ⑵ 規則第 1 3 条第３ 項第１ 号から 第８ 号ま で又は第 1 2 号のいずれかに該当する 部分については、

ス プリ ン ク ラ ーヘッ ド を 設置し ないこ と ができ る 。  

⑶ 第３ 項括弧書の規定は、 規則第1 3 条第１ 項第２ 号の規定によ り ス プリ ン ク ラ ー設備の設置を

要し ない場合でも 、 小規模特定用途複合防火対象物のう ち、 本条第１ 項に掲げる も のには、 規則

第1 3 条第１ 項第２ 号に掲げる 部分に、 ス プリ ン ク ラ ー設備の設置を 義務付ける も のである 。  

なお、 規則第1 3 条第１ 項第２ 号に規定する 「 小規模特定用途複合防火対象物」 と は、 令別表

第１ ⒃項イ に掲げる 防火対象物のう ち、 同表⑴項から ⑷項ま で、 ⑸項イ 、 ⑹項又は⑼項イ に掲げ

る 防火対象物の用途に供さ れる 部分の床面積の合計が、当該部分が存する 防火対象物の延べ面積

の1 0 分の１ 以下であり 、 かつ、 3 0 0 平方メ ート ル未満である も のと さ れている 。  

  「「 令別表第１ に掲げる 防火対象物の取り 扱いについて」 の一部改正について」（ 平成2 7 年２

月2 7 日付け消防予第8 1 号） によ り 、 4 1 号通知の一部を 改正し 、 令別表第１ ⑵項ニ、 ⑸項イ 若し

く は⑹項イ ⑴から ⑶ま で若し く はロ に掲げる 防火対象物又は同表⑹項ハに掲げる 防火対象物（ 利

用者を 入居さ せ、 又は宿泊さ せる も のに限る 。） の用途に供さ れる 部分（ 以下「 特定の用途」 と



いう 。） は、 令第１ 条の２ 第２ 項に規定する 「 従属的な部分を 構成する と 認めら れる も の」 に該

当し ないこ と と さ れた。 こ れによ り 、 改正前は令別表第１ ⑸項ロ 、 ⑺項、 ⑻項、 ⑼項ロ 、 ⑽項か

ら ⒂項ま で及び⒃項ロ に掲げる 防火対象物と さ れていたも ののう ち、 特定の用途が存する 場合、

小規模特定用途複合防火対象物に該当する こ と と なっ た。  


